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�愛媛県告示第１２３７号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

浦屋病院 松山市中一万町５番地１０ 医療法人酉仁会
平成２３年
８月２３日
まで

�愛媛県告示第１２３８号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２３９号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業を廃止した旨の届出があった。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２４０号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県
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告 示

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１３９１００７６ 株式会社トモニー・え
ひめ

北宇和郡鬼北町大字永
野市１６０７番地 鈴 木 晶 夫 就労継続支援

Ａ型
株式会社トモニー・え
ひめ

北宇和郡鬼北町大字永
野市１６０７番地

平成２０年
８月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
届 出
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８２０７０００１５ 無限責任中間法人なか
ま

大洲市中村２５７番地１
レジデンス中井３０１号 河 野 静 子 共同生活援助 グループホームのぞみ 大洲市中村２５７番地１

レジデンス中井３０１号
平成２０年
３月３１日

毎週（火・金）曜日発行 第１９９３号 平成２０年８月２６日

平成２０年８月２６日火曜日 第１９９３号

愛 媛 県 報

９１３
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�愛媛県告示第１２４１号
大規模小売店舗の新設の届出の概要等（平成２０年３月愛媛県告示

第３５０号）によりその概要等を告示した大規模小売店舗立地法（平

成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定による届出が取り下げられ

たので、次のとおり告示する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大 規 模 小 売 店 舗
取 下
年 月 日

名 称 所 在 地

ヤマダ電機テックランド
大洲店 大洲市徳森字宮方３１９－１ 外 平成２０年

８月１４日

�������
�愛媛県告示第１２４２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光

室並びに大洲市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ヤマダ電機テックランド大洲店

大洲市徳森字宮方３１９－１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

オリックス・アルファ株式会社

東京都港区芝三丁目２２番８号

代表取締役 坂本 修二

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ヤマダ電機

群馬県高崎市栄町１番１号

代表取締役 一宮 忠男

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２１年４月１５日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

２，６８２．６０平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１１８台

イ 駐輪場の収容台数

３３台

ウ 荷さばき施設の面積

８３．０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

３７．５０立法メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前７時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２０年８月１４日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部

八幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２４３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８１０１０１１９０ セントケア愛媛株
式会社

松山市馬木町２１６７
番地 岡 田 修 一 居宅介護 セントケア松山 松山市久万ノ台７０

６－３
松山市馬木町２１６７
番地

平成２０年
７月１日

３８１０１０１１９０ セントケア愛媛株
式会社

松山市馬木町２１６７
番地 岡 田 修 一 重度訪問介護 セントケア松山 松山市久万ノ台７０

６－３
松山市馬木町２１６７
番地

平成２０年
７月１日

愛 媛 県 報平成２０年８月２０日 第１９９３号

９１４
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日から４月間縦覧に供する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ジョー・プラ 松山市朝生田町五丁
目１番２５号

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社ママイほか
１４者

株式会社ママイほか
１５者

平成２０年
７月１日

平成２０年
８月１４日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２４４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ北条 松山市北条辻２２５－
３ 駐車場の位置及び収容台数 ７３台 ４３台 平成２１年

３月３１日
平成２０年
７月３１日

廃棄物等の保管施設の位置 駐車場２の西側 店舗の南側

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ５箇所 ４箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２４５号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定は、平成２０年７月１８日以降利子補給承認される農業近代化資金について適用し、

同日前に利子補給承認された農業近代化資金については、なお従前の例による。

愛 媛 県 報平成２０年８月２６日 第１９９３号

９１５



平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

農業近代化資金

の種類

利子補給率 農業近代化資金

の種類

利子補給率

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

１ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年５厘 １ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年４厘５毛

２～５ 省略 ２～５ 省略

６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

られるものに

限る。）

年１分２厘５

毛

年５厘 ６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

られるものに

限る。）

年１分２厘５

毛

年４厘５毛

７ 省略 ７ 省略

愛 媛 県 報平成２０年８月２０日 第１９９３号

９１６



�愛媛県告示第１２４６号
農地整備関係災害防止施設事業補助金交付規程（昭和３１年１１月愛媛県告示第７７５号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、

平成２０年度分の補助金から適用する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第７条 補助金の交付を受ける者は、補助金交付の決定に係る年度

の各四半期（第４四半期を除く。）の末日現在において事業遂行

状況報告書（様式第７号）を作成し、当該四半期の最終月の翌月

１５日までに知事に提出するものとする。

様式第１号（第３条関係）

省略

事業実施主体所在地

事業実施主体名及び代表者氏名 �

省略

様式第４号（第４条関係）

省略

事業実施主体所在地

事業実施主体名及び代表者氏名 �

省略

様式第５号

省略

事業実施主体所在地

事業実施主体名及び代表者氏名 �

第７条 補助金の交付を受ける者は、補助金交付の決定に係る年度

の１２月 末日現在において事業遂行

状況報告書（様式第７号）を作成し、その 翌月

１５日までに知事に提出するものとする。

様式第１号（第３条関係）

省略

事業主体所在地

事業主体名 及び代表者氏名 �

省略

様式第４号（第４条関係）

省略

事業主体所在地

事業主体名 及び代表者氏名 �

省略

様式第５号

省略

事業主体所在地

事業主体名および 代表者氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第６号

工事完了報告書

省略

事業実施主体所在地

事業実施主体名及び代表者氏名 �

注 省略

様式第６号

工事しゆん功報告書

省略

事業主体所在地

事業主体名および 代表者氏名 �

省略 省略

様式第７号（第７条関係）

省略

事業実施主体所在地

事業実施主体名及び代表者氏名 �

年 月 日付け愛媛県指令 第 号で補助金交付決

定通知のあつた事業について第 四半期末日現在の事業遂行状況

を別紙のとおり報告する。

省略

様式第８号（第８条関係）

省略

事業実施主体名

及び代表者氏名 �

省略

様式第９号（その１）（第８条関係）

省略

事業実施主体所在地

省略

様式第７号（第７条関係）

省略

事業主体所在地

事業主体名 及び代表者氏名 �

年 月 日付け愛媛県指令 第 号で補助金交付決

定通知のあつた事業について 月 末日現在の事業遂行状況

を別紙のとおり報告する。

省略

様式第８号（第８条関係）

省略

事業主体名及び

代 表 者 氏 名 �

省略

様式第９号（その１）（第８条関係）

省略

事業主体所在地

省略

愛 媛 県 報平成２０年８月２６日 第１９９３号

９１７
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�愛媛県告示第１２４８号
農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「法」とい

う。）第８条第１項の規定により、農地保有合理化事業の実施に関

する規程の変更を次のとおり承認した。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

変更の承認を受けた農地
保有合理化法人の名称

変更の承認に係る農地保
有合理化事業の種類 承認年月日

財団法人えひめ農林漁業
担い手育成公社

法第４条第２項第１号か
ら第２号の２まで及び第
４号に掲げる事業

平成２０年８月１８日

�������
�愛媛県告示第１２４９号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 解除予定保安林の所在場所

西宇和郡伊方町明神７３７の２

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 解除の理由

電気通信設備用地とするため

２� 解除予定保安林の所在場所

西宇和郡伊方町明神７３７の２

� 保安林として指定された目的

公衆の保健

� 解除の理由

電気通信設備用地とするため

�愛媛県告示第１２４７号
愛媛県団体営土地改良事業補助金交付規程（昭和５３年２月愛媛県告示第１７５号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成

２０年度分の補助金から適用する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（補助事業の遂行状況報告）

第９条 補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた年度の各四半

期（第４四半期を除く。）の末日現在において、団体営土地改良

事業遂行状況報告書（様式第７号）を作成し、当該四半期の最終

月の翌月１５日までにこれを知事に提出しなければならない。

様式第７号（第９条関係）

団体営土地改良事業遂行状況報告書

（補助事業の遂行状況報告）

第９条 補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた年度の１２月

末日現在において、団体営土地改良

事業遂行状況報告書（様式第７号）を作成し、その

翌月１５日までにこれを知事に提出しなければならない。

様式第７号（第９条関係）

団体営土地改良事業遂行状況報告書

省略

年 月 日付け愛媛県指令 第 号により補

助金の交付の決定があつた団体営土地改良事業（ 事業）の

第 四半期末日現在の遂行状況について、次のとおり報告しま

す。

省略

年 月 日付け愛媛県指令 第 号により補

助金の交付の決定があつた団体営土地改良事業（ 事業）の

年１２月末日現在の遂行状況について、次のとおり報告しま

す。

省略 省略

�愛媛県告示第１２５０号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

様式第９号（その２）（第８条関係）

省略

事業実施主体所在地

省略

様式第１１号（第９条関係）

省略

事業実施主体名

及び代表者氏名 �

省略

様式第９号（その２）（第８条関係）

省略

事業主体所在地

省略

様式第１１号（第９条関係）

省略

事業主体名及び

代 表 者 氏 名 �

省略

愛 媛 県 報平成２０年８月２０日 第１９９３号

９１８



改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成年月日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同日前に

利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

漁業近代化資金の種類 利子補給率 漁業近代化資金の種類 利子補給率

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１・２ 省略 １・２ 省略

愛 媛 県 報平成２０年８月２６日 第１９９３号

９１９



��������������
�愛媛県告示第１２５１号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第８５条第３項第２号の規定によ

り、愛媛海区漁業調整委員会委員のうち同号に規定する委員として、

次の者を２０年８月２３日選任した。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

種 別 氏 名 住 所 職 業

学識経験者

佐 々 木 � 宇和島市戸島４０２５番地 団 体 役 員

逸 見 幾 代 松山市来住町６４５番地２０ 大 学 教 授

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年５

厘

年５

厘

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年４

厘５

毛

年４

厘５

毛

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年５

厘

年５

厘

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年４

厘５

毛

年４

厘５

毛

８ 省略 ８ 省略

喜 田 ヒサ子 今治市吉海町椋名１９３番地 団 体 役 員

武 岡 英 隆 松山市東野四丁目１２番１４号 大 学 教 授

公益代表者

前 田 健 二 松山市鷹の子町８００番地 団 体 職 員

若 松 進 一 伊予市双海町上灘５３９１番地
２

大学非常勤
講師

愛 媛 県 報平成２０年８月２０日 第１９９３号

９２０
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�愛媛県告示第１２５２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、愛南町長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量（１／１０，０００デジタル航空写真撮影、１

／２，５００地形図作成）

２ 作業期間 平成２０年８月２６日から

平成２１年３月１９日まで

３ 作業地域 航空写真撮影：愛南町全域

地形図作成：１９漁港対象

�愛媛県告示第１２５３号
県営住宅駐車場及び駐車場使用料の額（平成２０年３月愛媛県告示第５１３号）の一部を次のように改正し、平成２０年９月１日から施行する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ 県営住宅駐車場の位置及び１平方メートル当たりの駐車場使用

料の額（愛媛県県営住宅管理条例施行規則第１２条の１０第１項第２

号に規定する管理事務費を除いた額をいう。以下同じ。）

１ 県営住宅駐車場の位置及び１平方メートル当たりの駐車場使用

料の額（愛媛県県営住宅管理条例施行規則第１２条の１０第１項第２

号に規定する管理事務費を除いた額をいう。以下同じ。）

名 称 位 置

駐車場

使用料

（月額）

有 料 化

開始年度
名 称 位 置

駐車場

使用料

（月額）

有 料 化

開始年度

省略 平成２０年度 省略 平成２０年度

伊吹北団地 省略 伊吹北団地 省略

明倫団地 宇和島市和霊東町二丁目 １１９円

２～４ 省略 ２～４ 省略

�愛媛県告示第１２５４号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人が指定されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定により告示す

る。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２５５号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更が許可されたので、愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第４２号）

第５条第６項の規定により告示する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 指 定 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

今第
３８号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市別宮町一丁目４番地１
今治市役所市民環境部市民課

平成２０年８月１日

指定

番号

売 り さ ば き 人 変 更 事 項 変更許可

年 月 日住 所 氏 名 又 は 名 称 新 旧

松第
７３号

松山市雄郡１丁目１－３１フクセ
ンＡＰ２階

愛媛県猟友会松山支部 売りさばき人
松山市雄郡１丁目１－３１ フクセン
ＡＰ２階
愛媛県猟友会松山支部
売さばき所
松山市雄郡１丁目１－３１ フクセン
ＡＰ２階

売りさばき人
松山市築山町７－１０
愛媛県猟友会松山支部
売りさばき所
松山市築山町７－１０

平成２０年
７月２８日

愛 媛 県 報平成２０年８月２６日 第１９９３号

９２１
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�愛媛県告示第１２５６号
農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「法」とい

う。）第８条第１項の規定により、農地保有合理化事業の実施に関

する規程の変更を次のとおり承認した。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

変更の承認を受けた農地
保有合理化法人の名称

変更の承認に係る農地保
有合理化事業の種類 承認年月日

越智今治農業協同組合 法第４条第２項第１号に
掲げる事業 平成２０年８月１２日

�������
�愛媛県告示第１２５８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２０年８月２６日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

１ 指定年月日及び番号

平成２０年８月１３日 ２０中建築（道）第１号

２ 道路の位置

伊予郡砥部町高尾田６７４番１

幅員 ４．００メートル

延長 ３４．７４メートル

３ 申請人の住所及び氏名

松山市森松町５２３番地５ 日野 達夫

４ 図面省略

�愛媛県告示第１２５７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２０年８月２６日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�愛媛県告示第１２５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０東四土（開）第７号

平成２０年８月１４日

四国中央市中曽根町字生吉１７４８番２、１７４８番３、１７４８番４、１７４８番５、１７

５０番１、１７５０番２、１７５１番１、１７５１番２、１７５１番３、１７５２番１、１７５２番２、

１７５３番、１７５４番２及び１７５０番１並びに１７５０番２地先農道、１７４８番４、１７４８

番５、１７５２番１及び１７５１番１地先水路

松山市土居田町７５０番地１

株式会社 ベルモニー

代表取締役 武 智 義 則

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 吉田宇和島線
宇和島市大浦甲１４７７番１地先から

同市大浦甲１４９５番２まで

旧 ３．０～４．０ ０．０６７

新 ３．０～１５．０ ０．０６７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 吉田宇和島線
宇和島市大浦甲１４７７番１地先から

同市大浦甲１４９５番２まで
平成２０年８月２６日

愛 媛 県 報平成２０年８月２０日 第１９９３号

９２２
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

土 地 建 物

所 在 地 地 目 地 積 種 類 構 造 床 面 積

西予市宇和町卯之町四丁目７０６番 宅 地 ３４１．５３㎡ 居 宅 外 木造セメント瓦葺平家
建外 ７７．８２㎡

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のない者の入

札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２０年８月２６日（火）から９月２５日（木）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時３０分までをい

う。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２－２５５８

ウ 提出方法

持参又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書

便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるもの。

以下「郵便等」という。）により提出すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵便等による提出の取扱い

郵便等による提出の場合は、平成２０年９月２５日（木）午後５時３０分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書、入札参加申込書の交付場所及び問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２０年９月９日（火）午後１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２０年１０月１４日（火）午後１時

� 入札及び開札の場所

愛 媛 県 報平成２０年８月２６日 第１９９３号

９２３
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年８月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積

今治市室屋町七丁目甲８３７番
１０ 宅 地 ７００．２８㎡

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２０年８月２６日（火）から９月２５日（木）までの執務時

間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時３０

分までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２－２５５８

ウ 提出方法

持参又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定す

る一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書

便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書

留郵便に準ずるもの。以下「郵便等」という。）により提出

すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵便等による提出の取扱い

郵便等による提出の場合は、平成２０年９月２５日（木）午後

５時３０分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書、入札参加申込書の交付

場所及び問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

愛媛県西予市宇和町卯之町四丁目４４５番地

愛媛県西予土木事務所２階会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代理金融機関

又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効とする。
� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格をもって有

効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し、又はこれらの用

に供されることを知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であ

ることが指定されているものの事務所その他これに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り払う

土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

愛 媛 県 報平成２０年８月２０日 第１９９３号
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�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２０年９月１１日（木）午後１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２０年１０月１５日（水）午後１時

� 入札及び開札の場所

愛媛県今治市旭町一丁目４番地９

愛媛県東予地方局今治支局３階第２会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り

払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地

を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。
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